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１
．
は
じ
め
に

　
地
震
大
国
で
あ
る
わ
が
国

で
は
、
こ
の
30
年
間
を
振
り

返
っ
て
も
、
平
成
７
年
兵
庫

県
南
部
地
震
（
以
下
「
阪
神

・
淡
路
大
震
災
」
と
い
う
）、

平
成
23
年
東
北
地
方
太
平
洋

沖
地
震
（
以
下
「
東
日
本
大

震
災
」
と
い
う
）
、
平
成
28

年
熊
本
地
震
（
以
下
「
熊
本

地
震
」
と
い
う
）
等
、
大
き

な
被
害
を
も
た
ら
し
た
地
震

が
発
生
し
て
い
る
。

　
損
害
保
険
協
会
で
は
、
地

震
災
害
に
対
処
し
、
地
震
保

険
の
目
的
で
あ
る
被
災
者
の

生
活
の
安
定
に
寄
与
す
る
た

め
、
地
震
保
険
損
害
処
理
総

合
基
本
計
画
を
策
定
し
、
迅

速
か
つ
適
正
に
保
険
金
を
支

払
う
体
制
を
整
え
て
き
た
。

　
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
前

述
の
３
つ
の
巨
大
な
地
震
災

害
へ
の
損
害
保
険
業
界
の
対

応
を
概
観
す
る
と
と
も
に
、

地
震
保
険
金
の
迅
速
か
つ
適

正
な
支
払
い
に
向
け
た
業
界

の
対
応
お
よ
び
検
討
状
況
に

つ
い
て
も
触
れ
る
こ
と
と
す

る
。２

．
阪
神
・
淡
路

大
震
災
に
お
け
る

損
害
保
険
業
界
の

取
り
組
み

　
阪
神
・
淡
路
大
震
災
は
、

地
震
お
よ
び
地
震
直
後
に
発

生
し
た
火
災
に
よ
っ
て
約
64

万
棟
の
建
物
が
被
災
す
る
な

ど
、
地
震
保
険
制
度
が
創
設

さ
れ
て
以
来
、
初
め
て
の
大

規
模
な
地
震
災
害
で
あ
っ

た
。

　
損
害
保
険
協
会
は
、
被
災

地
域
に
お
け
る
現
場
調
査
対

象
件
数
が
共
同
査
定
実
施
基

準
で
あ
る
10
万
棟
に
満
た
な

い
と
予
想
さ
れ
た
こ
と
、
神

戸
市
の
地
理
的
条
件
か
ら
各

社
に
よ
る
損
害
調
査
で
も
効

率
は
悪
く
な
い
と
判
断
さ
れ

た
こ
と
か
ら
、
準
共
同
査
定

体
制
（
各
社
査
定
）
で
対
応

し
、大
阪
支
部（
当
時
）内
に

大
阪
損
害
処
理
本
部
、
京
都

・
神
戸
両
支
部（
当
時
）に
現

地
本
部
、
協
会
本
部
に
臨
時

対
策
本
部
を
設
置
し
た
。

　
一
方
で
、
損
害
保
険
会
社

の
中
に
は
現
地
社
屋
が
被
災

し
た
会
社
も
あ
り
、
ま
た
、

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
途
絶
も
重

な
っ
て
、
被
災
現
地
に
お
け

る
損
害
調
査
拠
点
の
立
ち
上

げ
に
難
渋
し
た
。

　
こ
の
よ
う
な
中
、
大
阪
損

害
処
理
本
部
で
実
施
し
た
神

戸
地
区
に
お
け
る
全
焼
（
全

損
）
地
域
調
査
、
損
害
保
険

各
社
の
ロ
ー
ラ
ー
作
戦
に
よ

る
所
在
契
約
全
件
の
調
査
を

進
め
た
結
果
、
震
災
発
生
か

ら
お
よ
そ
１
か
月
半
後
の
１

９
９
５
年
２
月
末
に
は
、
ほ

ぼ
全
件
の
損
害
調
査
を
終
了

し
、
翌
月
末
に
約
６
万
件
の

保
険
金
の
支
払
い
を
完
了
し

た
。

　
短
期
間
で
適
切
な
保
険
金

支
払
い
を
行
う
こ
と
が
で
き

た
の
は
、
被
災
契
約
者
の
心

情
、
立
場
に
配
慮
し
て
損
害

調
査
を
進
め
て
い
く
と
い
う

方
針
の
下
、
被
災
地
の
損
害

保
険
会
社
社
員
、
全
国
か
ら

参
集
し
た
応
援
要
員
、
損
害

保
険
鑑
定
人
や
損
害
保
険
代

理
店
な
ど
が
一
体
と
な
っ
て

取
り
組
ん
だ
こ
と
が
大
き
な

要
因
で
あ
っ
た
と
い
え
る
。

３
．
東
日
本
大
震

災
に
お
け
る
損
害

保
険
業
界
の
取
り

組
み

　
東
日
本
大
震
災
は
、
東
北

地
方
を
中
心
に
巨
大
な
津
波

が
襲
い
、
建
物
被
害
が
１
１

５
万
８
０
０
０
棟
以
上
に
達

す
る
な
ど
震
災
の
被
害
が
甚

大
か
つ
広
域
に
わ
た
り
、
阪

神
・
淡
路
大
震
災
を
は
る
か

に
超
え
る
地
震
災
害
で
あ
っ

た
。

　
損
害
保
険
協
会
は
、
大
規

模
地
震
損
害
処
理
体
制
に
よ

る
対
応
を
初
め
て
決
定
し
、

中
央
統
括
機
関
と
し
て
協
会

長
を
本
部
長
と
す
る
中
央
対

策
本
部
を
協
会
本
部
に
、
現

地
の
統
括
機
関
と
し
て
東
北

支
部
委
員
長
を
本
部
長
と
す

る
現
地
対
策
本
部
を
協
会
東

北
支
部
に
設
置
し
た
。

　
中
央
対
策
本
部
は
、
地
震

保
険
金
を
迅
速
に
支
払
う
た

め
、
岩
手
県
、
宮
城
県
、
福

島
県
の
沿
岸
部
地
域
に
お
い

て
、
津
波
に
よ
る
流
失
の
た

め
被
害
の
程
度
を
同
じ
く
す

る
地
域
を
対
象
に
、

地
震
発
生
前
後
の
航

空
写
真
お
よ
び
衛
星

写
真
を
比
較
し
て
、

街
区
単
位
で
全
損
一

括
認
定
地
域
を
選
定

し
、
損
害
保
険
会
社

に
情
報
提
供
す
る
共

同
調
査
を
初
め
て
実
施
し

た
。
こ
れ
に
よ
り
、
損
害
保

険
会
社
は
、
全
損
一
括
認
定

地
域
に
所
在
し
た
契
約
物
件

に
対
し
、
現
場
立
会
い
に
よ

る
損
害
調
査
を
省
略
し
、
全

損
認
定
し
て
保
険
金
を
支
払

っ
た
。

　
こ
の
他
、「
津
波
や
地
震
に

よ
る
液
状
化
損
害
に
関
す
る

損
害
認
定
基
準
の
明
確
化
」、

「
損
害
状
況
申
告
に
基
づ
く

書
面
調
査
（
木
造
建
物
〈
在

来
軸
組
工
法
・
枠
組
壁
工
法
〉

と
生
活
用
動
産
〈
家
財
〉
の

一
部
損
に
該
当
す
る
と
見
込

ま
れ
る
事
案
を
対
象
）
」
、

「
区
分
所
有
建
物
の
共
用
部

分
の
損
害
認
定
結
果
を
迅
速

に
確
認
す
る
た
め
の
損
害
保

険
会
社
間
で
の
情
報
共
有
」、

「
主
に
岩
手
県
、
宮
城
県
、

福
島
県
を
対
象
と
し
た
地
震

保
険
金
請
求
書
類
の
一
部
取

り
付
け
省
略
」
な
ど
の
施
策

を
次
々
と
実
施
し
た
。

　
ま
た
、
中
央
対
策
本
部
で

は
「
地
震
保
険
契
約
会
社
照

会
制
度
」を
ス
タ
ー
ト
さ
せ
、

地
震
保
険
の
契
約
保
険
会
社

が
不
明
の
お
客
様
に
対
応
し

た
他
、
被
災
地
で
の
巡
回
相

談
な
ど
を
行
う
こ
と
で
被
災

契
約
者
の
地
震
保
険
請
求
手

続
き
を
サ
ポ
ー
ト
し
た
。

　
こ
の
よ
う
に
業
界
が
一
丸

と
な
っ
て
被
災
契
約
者
に
対

応
し
た
結
果
、
震
災
発
生
か

ら
約
３
か
月
の
間
に
約
55
万

件
、
１
兆
円
を
超
え
る
保
険

金
を
支
払
い
、
被
災
者
の
生

活
再
建
に
寄
与
す
る
こ
と
が

で
き
た
。

　
東
日
本
大
震
災
で
は
前
述

の
と
お
り
、
地
震
保
険
制
度

の
創
設
後
、
初
め
て
大
規
模

地
震
損
害
処
理
体
制
に
よ
る

損
害
調
査
を
実
施
し
た
。
震

災
の
前
に
は
、
損
害
処
理
基

本
計
画
に
お
い
て
、
有
事
の

体
制
・
対
応
に
つ
い
て
定
め

ら
れ
て
い
た
が
、
実
際
に
発

生
す
る
と
、
手
順
が
具
体
的

に
な
っ
て
い
な
か
っ
た
こ
と

等
、
改
善
す
べ
き
点
も
明
ら

か
に
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
震

災
対
応
の
経
験
を
踏
ま
え
、

損
害
処
理
基
本
計
画
を
改
定

し
、
新
た
に
「
地
震
発
生
時

に
お
け
る
地
震
保
険
行
動
基

本
計
画
」
を
策
定
し
、
２
０

１
７
年
１
月
か
ら
実
施
し
て

い
る
。

４
．
熊
本
地
震
に

お
け
る
損
害
保
険

業
界
の
取
り
組
み

　
熊
本
地
震
は
、
震
度
７
を

２
回
記
録
す
る
揺
れ
を
は
じ

め
と
し
て
、
余
震
も
多
く
発

生
し
、
阪
神
・
淡
路
大
震
災

以
来
の
活
断
層
に
よ
る
直
下

型
地
震
災
害
で
あ
り
、
熊
本

地
方
を
中
心
に
建
物
被
害
が

18
万
７
０
０
０
棟
以
上
に
達

し
た
。

　
損
害
保
険
協
会
は
、
東
日

本
大
震
災
以
来
、
２
度
目
と

な
る
大
規
模
地
震
損
害
処
理

体
制
で
対
応
し
、
中
央
統
括

機
関
と
し
て
協
会
長
を
本
部

長
と
す
る
中
央
対
策
本
部
を

協
会
本
部
に
、
現
地
の
統
括

機
関
と
し
て
九
州
支
部
委
員

長
を
本
部
長
と
す
る
現
地
対

策
本
部
を
協
会
九
州
支
部

に
、
熊
本
損
保
会
に
現
地
機

関
を
設
置
し
た
。

　
中
央
対
策
本
部
は
、
地
震

保
険
金
を
迅
速
に
支
払
う
た

め
、
「
損
害
状
況
申
告
に
基

づ
く
書
面
調
査
」の
対
象
を
、

木
造
建
物
（
在
来
軸
組
工
法

・
枠
組
壁
工
法
）
と
生
活
用

動
産
（
家
財
）
の
半
損
に
該

当
す
る
と
見
込
ま
れ
る
事
案

ま
で
拡
大
し
た
。
ま
た
、
一

部
の
会
社
で
は
、
モ
バ
イ
ル

端
末
に
よ
る
損
害
調
査
を
実

施
す
る
と
と
も
に
、
熊
本
県

・
大
分
県
を
対
象
と
し
て
、

地
震
保
険
金
請
求
書
類
の
一

部
取
り
付
け
省
略
な
ど
を
行

っ
た
。

　
ま
た
、
地
震
保
険
の
契
約

保
険
会
社
が
不
明
の
お
客
様

に
は
、
東
日
本
大
震
災
時
に

実
施
し
た
地
震
保
険
契
約
会

社
照
会
制
度
を
常
設
化
し
、

新
た
に
設
置
し
た
自
然
災
害

損
保
契
約
照
会
セ
ン
タ
ー
が

対
応
し
、
被
災
契
約
者
の
地

震
保
険
請
求
手
続
き
を
サ
ポ

ー
ト
し
た
。

　
そ
の
結
果
、
震
災
の
２
か

月
後
に
は
19
万
３
１
１
件
、

約
３
０
１
９
億
円
の
保
険
金

支
払
い
を
行
い
、
約
５
か
月

半
後
に
は
調
査
完
了
率
は
98

・
６
％
ま
で
到
達
し
、
約
３

６
２
１
億
円
の
保
険
金
を
支

払
っ
た
。

　
熊
本
地
震
で
は
、
阪
神
・

淡
路
大
震
災
や
東
日
本
大
震

災
で
の
経
験
を
生
か
し
て
対

応
に
望
ん
だ
結
果
、
対
策
本

部
の
設
置
、損
害
調
査
対
応
、

情
報
提
供
な
ど
地
震
保
険
の

損
害
処
理
対
応
に
つ
い
て
、

概
ね
迅
速
か
つ
適
切
に
実
施

す
る
こ
と
が
で
き
た
。

５
．
迅
速
・
適
切

な
地
震
保
険
金
の

支
払
い
に
向
け
て 

　
こ
の
よ
う
に
、
損
害
保
険

業
界
で
は
、
巨
大
な
地
震
災

害
へ
の
対
応
と
し
て
、
迅
速

か
つ
適
正
な
保
険
金
支
払
い

に
向
け
て
種
々
取
り
組
ん
で

き
た
が
、
後
述
す
る
財
務
省

Ｐ
Ｔ
か
ら
の
提
言
も
踏
ま

え
、
損
害
調
査
の
迅
速
性
を

確
保
す
る
た
め
の
取
り
組
み

を
鋭
意
進
め
て
い
る
。

　
２
０
１
２
年
11
月
30
日
に

公
表
さ
れ
た
財
務
省
Ｐ
Ｔ
の

報
告
書
で
は
、
「
首
都
直
下

地
震
や
南
海
ト
ラ
フ
の
巨
大

地
震
に
お
い
て
は
、
東
日
本

大
震
災
の
数
倍
の
件
数
の
損

害
査
定
が
必
要
と
な
る
と
見

込
ま
れ
、
従
来
の
手
法
で
は

査
定
の
迅
速
性
が
確
保
で
き

な
い
可
能
性
が
あ
る
。
東
日

本
大
震
災
の
経
験
も
踏
ま
え

て
、
査
定
の
迅
速
性
を
確
保

で
き
る
よ
う
、
巨
大
地
震
を

想
定
し
た
新
た
な
損
害
査
定

の
手
法
に
つ
い
て
速
や
か
に

検
討
す
る
こ
と
」と
さ
れ
た
。

　
こ
れ
を
受
け
た
財
務
省
Ｐ

Ｔ
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
会
合

で
、
大
規
模
地
震
災
害
時
に

お
け
る
具
体
的
な
損
害
査
定

方
策
を
継
続
的
に
検
討
す
る

こ
と
が
望
ま
し
い
と
の
提
言

が
な
さ
れ
、
具
体
的
に
は
、

「
損
害
状
況
申
告
方
式
」
を

全
構
造
建
物
対
象
か
つ
損
害

認
定
範
囲
を
半
損
（
大
半
損

・
小
半
損
）
ま
で
拡
大
す
る

こ
と
、
電
話
で
損
害
状
況
を

確
認
し
、
損
害
認
定
を
行
う

「
電
話
ヒ
ア
リ
ン
グ
方
式
」

の
実
務
へ
の
適
用
に
向
け
た

準
備
、
「
モ
バ
イ
ル
端
末
に

よ
る
現
場
立
会
調
査
方
式
」

の
導
入
、
「
業
界
横
断
的
に

立
会
調
査
を
行
う
共
同
取

組
」
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
た
。

　
こ
の
う
ち
、
モ
バ
イ
ル
端

末
に
よ
る
現
場
立
会
調
査
方

式
お
よ
び
「
損
害
状
況
申
告

方
式
」
を
、
全
構
造
建
物
対

象
か
つ
損
害
認
定
範
囲
を
半

損（
大
半
損
・
小
半
損
）に
ま

で
拡
大
す
る
こ
と
に
つ
い
て

は
、
損
害
保
険
業
界
と
し
て

対
応
を
終
え
た
が
、
「
電
話

ヒ
ア
リ
ン
グ
方
式
」
に
つ
い

て
は
対
象
の
拡
大
可
否
を
、

「
業
界
横
断
的
に
立
会
調
査

を
行
う
共
同
取
組
」
に
つ
い

て
は
実
現
の
可
否
を
含
め
て

継
続
検
討
中
で
あ
る
。

（
つ
づ
く
）

◇

　【
文
責
：
日
本
損
害
保
険

協
会
】

　
本
特
集
で
は
、
日
本
損
害
保
険
協
会
が
創
立
１
０
０
周
年
に
あ
た
り
刊
行
し
た
「
日
本
損
害
保
険
協
会
百
年
史
」
を

も
と
に
、
同
協
会
の
歩
み
を
紹
介
し
て
い
る
。
第
８
回
の
今
回
か
ら
２
回
に
わ
た
り
、
巨
大
な
地
震
災
害
に
対
す
る
同

協
会
の
取
り
組
み
を
紹
介
す
る
。
今
回
は
、
家
計
地
震
保
険
の
迅
速
か
つ
適
正
な
保
険
金
支
払
い
の
た
め
の
取
り
組
み

を
中
心
に
概
観
す
る
。

損保協会作成の記念ロゴ

特
集　

 

損
保
協
会  

～
１
０
０
年
の
あ
ゆ
み
～

巨
大
な
地
震
災
害
へ
の
対
応
①

―
迅
速
か
つ
適
正
な
保
険
金
支
払
い
に
向
け
た
取
組
み
―

【第８回】

主な地震と地震保険金支払額
地震名 発生年月日 支払保険金（億円）

1 平成23年東北地方太平洋沖地震 2011年3月11日 12,706

2 平成28年熊本地震 2016年4月14日 3,621

3 平成7年兵庫県南部地震 1995年1月17日 783

4 宮城県沖を震源とする地震 2011年4月7日 324

5 福岡県西方沖を震源とする地震 2005年3月20日 170

6 平成13年芸予地震 2001年3月24日 169

7 平成16年新潟県中越地震 2004年10月23日 149

8 平成19年新潟県中越沖地震 2007年7月16日 82

9 福岡県西方沖を震源とする地震 2005年4月20日 64

10 平成15年十勝沖地震 2003年9月26日 60

（注）�日本地震再保険株式会社調べ（2016年3月31日時点）。平成28年熊本地震は損害保険協会調べ（2016年9月30日
時点）。支払保険金は千万円位を四捨五入した。


